
本講座は、地域と直接関わり、伴走しながら地域づくりを行うことができる人材の養成を目指しています。

地域計画（旧人・農地プラン）
作成のための地域での話合い

中山間地域等直接支払は、第５期対
策（令和２年度～令和６年度）から、
体制整備単価（10割単価）を受給す
る要件を、「集落戦略の作成」に一本化
しました。集落戦略は、協定農用地の将
来像並びに、集落全体の将来像、課題、
対策について、協定参加者で話合いを行
いながら作成することとされています。

中山間地域等直接支払
「集落戦略」作成のための地域での話合い

地方自治体職員及び地域づくりに意欲がある方等
本講座のうち実践コースの受講対象としている方たちで
す。都道府県や市町村の職員数が減少傾向にある中で、
地域は課題を抱えています。今、これらと向き合い、地域
に寄り添う人材の必要性が増大しています。
これまでに受講した方からは、
★これから自分がやるんだという力がもらえた。
★適切な仕掛けによって、ひとの心に火をつけることがで
きるという実感が持てた。

といった感想をいただいています。

地域の現状把握・分析手法、実践に向けたロードマッピ
ングを学びます。７月17日（水）、23日（火）の２日
間、各３時間程度のオンライン講義を受講します。

ワークショップ形式で、現場で実践するためのトレーニング
を行う３日間の演習です。７月から10月にかけ、全国７
会場にて開催します。研修生は申込みの際、都合の良い
会場を選択します。
★７会場：札幌、仙台、東京、名古屋、大阪、岡山、福岡

研修生及び修了者の実践活動（モデルケースを選出）
を題材として地域づくりのポイントなどを議論するゼミに参加
します。７ケース程度を選出し、ケースごとにゼミ(現状)→
実践〔実地〕→ゼミ(結果報告)を開催し、翌年２月にか
けて順次開催していきますので、積極的に参加してください。

オンラインゼミ（実践活動）

対面講義（実例を基にした模擬演習）
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主な研修対象 主な研修対象ではないものの、受講可

実践コースの受講対象者

農村RMO（農村型地域運営組織）
組織形成に向けた“複数集落”での話合い
中山間地域では、集落単体では農用
地保全や農業生産のほか、集落機能の
維持が難しい状況が増加しています。こ
のため、複数集落を対象として、農用地
の保全、地域資源を活用した経済活動、
生活支援活動の３つを手掛ける組
織（農村RMO）の形成支援が開始
されています。

地域づくりに決まった答えはありません。だからこそ、地域
に寄り添ってサポートする人材が今、全国各地で必要とさ
れています。
本講座は、演習や実践による現場力アップを重視したカ
リキュラムで構成されています。また、修了後も｢農村プロ
デューサー｣がネットワークでつながり、支え合いながら地域
づくりに取組めるよう、環境を整えることにも努めています。

オンライン講義
現場力を身に付ける３段階のカリキュラムを用意

受講者の声

地域に消えない火を灯す

講座で学んだ 「巻き込むのではなく、共感を得る」「課題解決
ではなく、価値創造へ」を念頭に、さらに農業者のもとへ通い、
時にはご家族とも含めて雑談を行っている。対面講義でWSの進め
方を体験したことで、自分なりに勘所をつかめたことが良かった。
今後も、自身のスキルを高め、農業者とともに活動を進めたい。

（50代・県普及指導員）

地域づくりに関しては、何か形あるものを売るわけではない、
また、自分一人で動くものではない、そこに住む地域の人達を動
かすという生産性が低く、また結果が出るまでに時間がかかるも
のだが、そこに対し、一生懸命頑張っている人が全国に多くいる
ことを知り、とても嬉しかったし、やるべき事を見いだせる良い
機会であった。 （30代・土地改良区職員）
グループ演習での地域の気づきのカルテ作成では、同じ現場・
状況を見ているにもかかわらず、見る人の視点によって強み・弱
み・活用・不安の区分が異なることを実感。現場の気づきから地
域づくりを提案する段階では、「～する」や「～したい」といっ
た自らの意思を示すことの重要性を学んだ。

   （30代・地域おこし協力隊員）

是非、実践コースをご受講ください！

講師が実際に深く地域に関わったケースが題材であっため、WS
の進め方について、具体的に想像することが出来た。地域の特徴
を把握する段階では、主観を入れずに客観的に事実を認識するこ
とがポイントであることや、地域住民に気づきを促し、地域住民
自らの提案に繋げる事前準備が抜かりなく、学ばせて頂くことが
本当に多かった。    （30代・国職員）

令和４年５月から、人・農地プランは
法定化し、地域での話合いにより目指す
べき将来の農地利用の姿を明確化する
「地域計画」を定め、それを実現すべく、
地域内外から農地の受け手を幅広く確
保しつつ、農地バンクを活用した農地の
集約化等を進めることとなりました。

こんな場面（地域の話し合いの場）でも役立ちます！
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